
       支部交付金の計算方式は、第５１期（昭和４８年度分）の交付金より下記により実施した。 
計算方式：基本額＋（事務室借室料）＋会費比例額＝支部交付金

    ただし、基本額は１１５万円
事務室借室料の限度額は ４０万円
会費比例額は当該支部会費収入見込額の ８％

【基本額は、支部の人件費、事務運営費等各支部共通的な経費が含まれるという考え方であった。】
  

  ○  実施後、  今日までに変更された事項は以下のとおりである。

        変 更 実 施 時 期                   変          更        事        項

      第５３期（昭和５０年度）  基本額を１４０万円とした。

 事務室借室料の限度額を５０万円とした。

      第５４期（昭和５１年度）  基本額を１９０万円とした。

 事務室借室料の限度額を７０万円とした。

      第５６期（昭和５３年度）  特別加算額を加算した。

 【特別加算額】  

 会費増加奨励金 Ａ    会費増収額 × １０％                        ＊１）

 会費増加奨励金 Ｂ    学生員入会数 × 入会金（５００円）       ＊２）

 論文講演印刷補助    論文講演発表数 × ５，０００円

      第５９期（昭和５６年度）  論文講演印刷補助の単価を ６，０００円とした。

      第６１期（昭和５８年度）  論文講演印刷補助交付を中止した。

      第６３期（昭和６０年度）  事務室借室料の限度額を１２０万円とした。

● 関西支部に対しては、学生員委員会事務担当者の人件費負担分として、年間２８０万円を
    加算して交付することとした。

      第６８期（平成 ２年度）  支部活性化資金として一律に１支部５０万円を交付。

      第６９期（平成 ３年度）  基本額を２５０万円とした。

 支部活性化資金として１支部８０万円を限度として交付。

      第７２期（平成 ６年度）  ①基本額を３３０万円とする。（支部活性化資金８０万円を基本額に入れることとした。）

     

 ②事務所を大学外に設けた場合は、その借室料の  ５０％を補助する。ただし、最高限度額は

    １２０万円とする。

 ③人件費補助：前年度人件費（事業報告書）の２５％を補助する。ただし、 人件費補助額の

    最低限度は３０万円とする。

関東支部設立：交付金として1,000万円交付。      

      第７６期（平成１０年度） ①前年度実績より会員数の増加に対する加算割合の変更（１０％から５０％）。

   「支部交付金算出時（毎年1月末）において、当該支部会費収入見込額が前年と比較した

    場合、その増加額の５０％相当額」とする。

  （ 注 ） 第７６期より、当面、交付金総額の９５％を交付することとした。  ＊３）
 

      第７９期（平成１３年度）  第７９期より支部交付金を下記により交付。 

（１） 基本額：交付金の基本額は「基本額」と「会費比例額」を加えたものとする。

   （ａ）基本額は３３０万円とする。

   （ｂ）会費比例額は当該支部会費収入見込額の８％とする。

（２） 特別加算額：特別加算額は次の（ａ）（ｂ）により、毎年、前年の実績を集計し、算出した額を

　　　　翌期の支部交付金に加算して交付する。

   （ａ）支部交付金算出時（毎年１月末）において、当該支部会費収入見込額が前年と比較した

　　　　場合、その増加額の５０％相当額。

   （ｂ）毎年１月～１２月までの当該支部地区学生員の入会金の総額。

（３） 事務所費補助：事務所を大学外に設けた場合は、その借室料の５０％を補助する。

　　　　但し、最高限度額は１２０万円とする。

（４） 人件費補助：前年度人件費（事業報告書）の２５％を補助する。但し、人件費補

　　　　助額の最低額は３０万円とする。
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      第８２期（平成１６年度） 支部交付金は会費収入に連動することとし、下記に改定交付。

（１）支部交付金総額：支部交付金総額は会費収入の１４％とする。

（２）支部交付金の配分

１． 基本額（a）：会費総額の５％相当額を総額として、各支部に均等に配分する。

２． 会費比例額（b）：会費総額の５％相当額を各支部の登録会員会費額に基づく比例割合に

　　　　応じて配分する。ただし関東支部は本部の事務負担に応じ、配分額の２0％相当額とする。

３． 入会加算額：

（１） 正、准員入会加算額（c) ：正員、准員の年間入会数（新規入会のみ）に応じ、その年間会費

　　　　相当額を配分する。

（２） 学生員入会加算額（d) ：学生員の年間入会数（新規入会のみ）に応じ、その年間会費相当

　　　　額を配分する。

４． 事業加算額（e）：事業費 (g) が上記基本額（a）＋会費比例額（b）＋個人入会加算額（c）＋

　　　　学生員入会加算額（d）に対し、２倍を超える支部にあっては、その超過額の２５％相当額を

　　　　配分する。

      第８８期（平成２２年度） 一般社団法人への移行に伴い、准員資格を廃止。

入会加算額の算出基準より准員を削除した。

      （注）  第６８期の支部活性化資金は支部商議員懇談会経費（目安としては旅費、交通費、食事代、会場料等） として１支部

              一律５０万円を交付した。この資金支出は当期（６８期） 限りという条件で あったが、支部の要望により 第６９期 には １支部

              ８０万円を交付し、  第７１期にも同額を交付している。

               なお、第７２期より支部活性化資金 ８０万円を基本額 に入れることとした。

      ＊１） 会費増収額とは、前期の会費収入見込額と今期の会費収入見込額を比較して、後者が多かった場合の差額をいう。

      ＊２） 学生員入会数とは、支部交付金計算年度の前の１年間（暦年）における学生員総入会数。

      ＊３） 第７６期は財政立て直しのため、部門および各事業部署に経費節減をお願いし、支部交付金についても、当面の間

（財政立直しの数年間）、交付金総額の９５％を交付することとした。

　　　　　　　支部交付金に関する内規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
制定　1972． 9．12 
改定　1975． 3．11　1975．12． 5　1985．1． 8　1991．2． 5　1994．1．11  1998．11．10  2003． 7． 1　2011．11．5

（目的）
第１条 本内規は支部交付金の算出基準、支部運営に関する補助金について規定する。
（支部交付金算出基準）
第２条 交付金は次の通りとする。
（１）支部交付金総額
　支部交付金総額は会費収入の１４％とする。
（２）実施時期
　実施時期は2004年度の交付金より配分する。なお、次年度の交付金は前年度の決算値で算出する（2004年度は2002年度決算値）。
（３）支部交付金の配分
　支部交付金の配分に当たっては以下の項目の合計額に基づいて算出するものとする。
　１． 基本額（a）：会費総額の５％相当額を総額として、各支部に均等に配分する。
　２． 会費比例額（b）：会費総額の５％相当額を各支部の登録会員会費額に基づく比例割合に応じて配分する。ただし関東支部は本部
　　　　の事務負担に応じ、配分額の２０％相当額とする。
　３． 入会加算額：
　（１） 正員入会加算額（c) ：正員の年間入会数（新規入会のみ）に応じ、その年間会費相当額を配分する。
　（２） 学生員入会加算額（d) ：学生員の年間入会数（新規入会のみ）に応じ、その年間会費相当額を配分する。
　４． 事業加算額（e）：事業費 (g) が上記基本額（a）＋会費比例額（b）＋個人入会加算額（c）＋学生員入会加算額（d）に対し、２倍を
　　　　超える支部にあっては、その超過額の２５％相当額を配分する。
（支部創立記念補助金）
第３条 支部創立記念で事業をする場合は、次の額を補助する。
　　　創　立　　３０周年　　　　　３００，０００円
　　　創　立　　４０周年　　　　　５００，０００円
　　　創　立　　５０周年　　　　　５００，０００円
　　　　ただし、５０周年以上は１０年ごとに５０万円を交付する。
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